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―社会保障と経済成長―

〔 概　要 〕
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平成 年版厚生労働白書の全体像

第１部（テーマ編＊） 「社会保障と経済成長」

 第２部（年次行政報告） 「現下の政策課題への対応」

● 年次行政報告として、厚生労働省が様々な政策課題にどのように対応しているのかを、
わかりやすく国民に報告。

＊厚生労働行政分野の特定のテーマについて、現状の分析を行うとともに、関連する施策を紹介し、国民に理解を深めていただく。

● 政府が「成長と分配の好循環」の実現を重要な政策テーマとして取り組む中、成長とい
う視点から社会保障の在り方について考えるための基礎資料を提示。

● 国民生活の現状を、所得や賃金の長期的な推移などから分析するとともに、社会保障が
果たしてきた役割や、経済成長との関係を整理し、今後の在り方を展望。

● 成長との好循環を実現するための社会保障分野の取組みを、事例も交えて紹介。
（注）本白書における「社会保障」には、年金、医療、福祉などに加え、国民生活の安定に関わる労働政策を含む。

第１章 子どもを産み育てやすい環境づくり
第２章 働き方改革の推進などを通じた労働環境の

整備など
第３章 女性､若者､高齢者等の多様な働き手の参画
第４章 自立した生活の実現と暮らしの安心確保
第５章 若者も高齢者も安心できる年金制度の確立
第６章 医療関連イノベーションの推進
 

第７章 国民が安心できる持続可能な医療・介護
の実現

第８章 健康で安全な生活の確保
第９章 障害者支援の総合的な推進
第 章 国際社会への貢献
第 章 行政体制の整備・情報政策の推進
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目次（第１部）

はじめに

第１章 我が国経済社会の中の社会保障
第１節 社会保障の役割と機能
第２節 経済社会の変化と社会保障
第３節 「分配」と「成長」の関係

第２章 国民生活と社会保障
第１節 家計所得の動向
第２節 賃金の動向
第３節 資産の動向
第４節 所得再分配の動向
第５節 総括

第３章 成長という視点から見た社会保障
第１節 国民生活の安定の取組み
第２節 就労と所得向上の支援
第３節 社会保障分野における技術進歩
第４節 成長と分配の確実な好循環に向けて
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第１章 我が国経済社会の中の社会保障
第１節 社会保障の役割と機能、第２節 経済社会の変化と社会保障

• 社会保障が国民経済に占める比重は、高齢化の進展などにより、戦後大きく増加。
• 我が国の社会保障を欧米主要国と比較すると、人口高齢化を反映して高齢関係支出の割合が高い一方、家族関
係支出や積極的労働市場政策といった主に現役世代向けの支出は、低い水準となっている。

• 高齢者１人を支える現役世代の人数は大きく減少しているが、労働参加を適切に進めれば、非就業者 人に対
する就業者の人数は増加する。

資料：国立社会保障・人口問題研究所「平成 年度社会保障費用統計」
（注） 年度までは「医療」と「年金・福祉その他」の２分類、 年度以降は「医療」「年金」「福祉その他」の３分類である。

資料：国立社会保障・人口問題研究所「平成 年度社会保障費用統計」
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資料：総務省統計局「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成 年推計及び平成 年
推計）出生中位・ 死亡中位推計」（各年 月 日現在人口）、労働政策研究・研修機構「平成 年 労働力需給の推計」
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第１章 我が国経済社会の中の社会保障
第２節 経済社会の変化と社会保障 、第３節 「分配」と「成長」の関係

• 少子高齢化という構造的課題に取り組むため、「ニッポン一億総活躍プラン」では、成長の果実で子育て支援
や社会保障の基盤を強化し、それが経済を強くするという「成長と分配の好循環」メカニズムを提示。

• 成長という視点から社会保障を考えた場合、経済成長の主な支え手である現役世代が自身のキャリア形成や子
どもへの教育投資などを十分に行えるように生活の安定を図ることや、あらゆる立場の人々の労働参加・生産
性向上の促進といった観点も重要。

【「ニッポン一億総活躍プラン」（ 年６月２日閣議決定）
における「成長と分配の好循環」メカニズムの提示】

女性も男性も、お年寄りも若者も、一度失敗を経験した方も、障害や難病のある方も、家庭で、
職場で、地域で、あらゆる場で、誰もが活躍できる、いわば全員参加型の一億総活躍社会を実現。 

成長と分配の 
好循環 

・これまでのアベノミクス
三本の矢（大胆な金融政
策、機動的な財政政策、
民間投資を喚起する成
長戦略）を一層強化 

名目ＧＤＰ600兆円 
の実現 

・若者たちの結婚や出産の
希 望を叶える子育て支援 
・介護をしながら仕事を続
けられる社会保障基盤 

希望出生率1.8の実現 

介護離職ゼロの実現 

経済成長の隘路（あいろ）である少子高齢化に真正面から立ち向かう。広い意味での経済政策とし
て、子育て支援や社会保障の基盤を強化、それが経済を強くするという新たな社会経済システムを
創る。「究極の成長戦略」。 

※隘路・・・物事を進める妨げとなる困難問題 

子育て支援・介
護の基盤強化 

消費底上げ・投資拡大 
労働参加率向上・多様性 
によるイノベーション 

参考：政府広報オンライン 
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（万円） 【④ 世帯主年齢階級別 平均等価可処分所得の推移】 
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第２章 国民生活と社会保障
第１節 家計所得の動向（１）

• １世帯当たり平均総所得金額は、 年以降、高齢者世帯、現役世帯（児童のいる世帯）ともにおおむね横ばい。現
役世帯より相対的に所得の低い高齢者世帯の割合が急激に増加（ 年 → 年 ）していることによ
り、全世帯の平均総所得金額は長期的に減少傾向（ 年からは上昇）。

• ここ 年の変化をみると、世帯主が 歳代の世帯では、所得分布のばらつきは大きく変わらないが、世帯総所得
万円未満の低所得世帯割合が増加し、所得分布が全体に低い方へシフト。所得の低い単独世帯やひとり親世帯の増加
などが背景。

• 高齢者世帯では１世帯当たり平均総所得金額はほぼ同じで、中央値が増加。低所得世帯割合の減少や中所得世帯割合
の増加により、所得分布のばらつきは縮小。公的年金制度の成熟化が影響。

• 一人当たりの所得水準（等価所得 ）でみると、世帯主 歳代と 歳代、 歳代と 歳代はそれぞれほぼ同じ水準。
＊等価所得：世帯所得を世帯人数の平方根で除して世帯員一人あたりの水準に調整した所得

資料：①は厚生労働省「国民生活基礎調査」
②、③は厚生労働省「国民生活基礎調査」より厚生労働省政策統括官付政策評価官室作成
④は厚生労働省政策統括官付政策評価官室委託「家計所得の分析に関する報告書」 年）
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【➀１世帯当たり平均総所得金額の年次推移】 
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平均総所得金額 
（万円）

中央値 
（万円） 四分位分散係数 

1994年 304.9 219 0.54 

2014年 297.3 240 0.44 

【③所得金額階級別世帯の相対度数分布（高齢者世帯） 】 

平均総所得金額 
（万円）

中央値 
（万円） 四分位分散係数 

1994年 753.2 690 0.34 
2012年 648.9 604 0.39 
2014年 686.9 627 0.4 

【➁所得金額階級別世帯の相対度数分布（世帯主が40歳代の世帯）】 
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第２章 国民生活と社会保障
第１節 家計所得の動向（２）

• 全人口の等価所得の格差（ジニ係数）は、当初所得では人口高齢化などにより一貫して拡大傾向。再分配所得
の格差は、 年をピークに縮小傾向。所得再分配が当初所得の格差拡大傾向を抑制。

• 世帯員年齢階級別では、当初所得の格差は現役世代・高齢世代ともに拡大傾向だが、再分配所得の格差は現役
世代で拡大はみられず、高齢世代で縮小傾向。高齢世代では公的年金給付が当初所得の格差拡大を抑制。

• 全人口、現役世代、子どもの相対的貧困率は共に上昇傾向だったが、直近では低下。高齢世代の相対的貧困率
は他の世代より高いが低下傾向にある。
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【①等価所得 ジニ係数の推移】 
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【②世帯員年齢階級別 等価所得 ジニ係数の変化（1995年→2013年）】 

【③相対的貧困率の推移】 

資料：①は厚生労働省「所得再分配調査」、総務省「全国消費実態調査」
②は厚生労働省「所得再分配調査」
③は厚生労働省 「国民生活基礎調査」及び総務省 「全国消費実態調査」より厚生労働省政策統括官付政策評価官室作成

（注）１．「ジニ係数」とは、所得の均等度を表す指標であり、０から１までの間で、数値が高いほど格差が大きいことを示している。
２．「相対的貧困率」とは、貧困線に満たない世帯員の割合をいう。貧困線とは、等価可処分所得の中央値の半分の額をいう。
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第２章 国民生活と社会保障
第２節 賃金の動向

資料：①は厚生労働省「毎月勤労統計調査」
②は厚生労働省「毎月勤労統計調査」より厚生労働省政策統括官付政策評価官室作成
③は厚生労働省「賃金構造基本統計調査」▲ 14.0 

▲ 12.0 

▲ 10.0 

▲ 8.0 
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【②現金給与総額の減少の要因分解（1997～2016年）】 
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【①就業形態別 現金給与総額の年次推移】
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【③男性一般労働者（20～50歳代）の所定内給与額の年次推移】 
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全年齢計 
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（千円） 

• 就業形態計の賃金は､高齢者を中心としたパートタイム労働者の増加により長期的に減少後､ 年以降増加｡
• 一般労働者の所定内給与は長期的に横ばい。ただし、 ～ 歳代の男性一般労働者の所定内給与は、バブル
崩壊を契機とした採用抑制や年功的な賃金カーブの抑制などにより長期的に減少後、 年以降増加。

• パートタイム労働者の時給は上昇が続き、 年には過去最高となっている。一方で、実労働日数が減少
し、月額の賃金はおおむね横ばい。
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第２章 国民生活と社会保障
第３節 資産の動向

• 現役世代（世帯主が 歳以下、２人以上世帯）
：若者世代において住宅保有率が上昇。
世帯主が 歳代以下の世帯で、住宅・土地購入による負債が増加したことにより、金融資産額は減少傾向。

• 高齢世代（世帯主が 歳以上、２人以上世帯）
：住宅保有率は約 ％で推移。金融資産額は平均 万円前後で近年横ばい。貯蓄額 万円以上の世帯が約半数。

資料：総務省「全国消費実態調査」

【世帯主年齢階級別金融資産額・住宅保有率の推移（単身世帯）】

【世帯主年齢階級別金融資産額・住宅保有率の推移（二人以上世帯）】

（％） 

（年） 
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第２章 国民生活と社会保障
第４節 所得再分配の動向、第５節 総括

• 当初所得金額が 万円未満の世帯で 万円程度の負担で 万円程度の給付、当初所得金額が 万円程度の世帯
で負担と給付が同程度、当初所得金額が 万円程度の世帯で 万円程度の負担で 万円程度の給付となってい
る。なお、当初所得金額が低い世帯では、受給の中心を年金・恩給が占める。

• 所得再分配による等価所得の格差（ジニ係数）是正効果は、人口高齢化などを背景に近年高まる傾向。社会保障によ
る所得格差の改善度は税による改善度よりも大きい。

• 我が国の所得再分配機能は、現役世代に比べて給付面、負担面ともに高齢世代に手厚い構造。今後は、世代や世帯の
構造ごとに、それぞれの世帯の状況をよりきめ細やかに見て再分配政策を考えるとともに、現役世代の所得向上支援
や全世代型の社会保障への転換を推進していくことが必要。

 現役世代
・世帯主 ～ 歳代の世帯で、単独世帯の
増加などにより、低所得世帯の割合が増加

・賃金は、一般･パート労働者とも平均では横
ばい、 ～ 歳代の男性一般労働者で低下

 高齢世代
・高齢者世帯の低所得世帯割合は低下、
中所得世帯割合は増加

・所得のばらつきは縮小
・１人当たり所得水準は、現役世帯主の世帯
と同水準

【所得・賃金・資産の長期的動向（まとめ）】 

資料：厚生労働省政策統括官付政策評価官室「所得再分配調査」（ 年）

【当初所得金額階級別 １世帯当たり平均受給額･負担額（2013年）】 

-400

-300

-200

-100

0

100

200

300

400

受
給
額

負
担
額

（
万
円
）

 
保育 介護 医療 その他の現金給付 年金・恩給 介護・その他 医療 年金 税金 ネットの受益額 

（受給額－負担額） 

現物給付 現金給付 負担額 
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第３章 成長という視点から見た社会保障
第１節 国民生活の安定の取組み、第２節 就労と所得向上の支援

• 公的年金、医療保険、介護保険は、日々の生活の安定を通じ、社会全体の活力向上に寄与。
• 未来を担う子どもたちへの投資として、児童手当や児童扶養手当、子どもの貧困対策などを通じ、子どものい
る家庭の生活の安定を図っている。

• 生活困窮者に対しては、生活保護制度や生活困窮者自立支援制度を通じ、自立の助長を図っている。
• 若者たちの結婚や出産の希望を叶えられるようにするための子育て支援や、介護をしながら仕事を続けられる
という現役世代の安心を確保するための「介護離職ゼロ」に向けた取組みを推進。

【生活困窮者自立支援制度（2015年4月施行）】 

施行後２年間で、約６万人が就労・増収 

【待機児童を解消】

国としては、東京都をはじめ意欲的な自治体を支援するため、待機児童解消に必要な受け皿

約22万人分の予算を平成30年度から平成31年度末までの２年間で確保。

（遅くとも平成32年度末までの３年間で全国の待機児童を解消）

約１０万人増約２２万人増

「待機児童解消加速化プラン」
（５年間）

2013（Ｈ25）年度 2017（Ｈ29）年度末 2022（Ｈ34）年度末

５３万人増

2019(H31)～
2020(Ｈ32)年度末

約３２万人増

「新たなプラン」
（２～３年間＋２年間）

待機児童数

女性（25-44）の就業率

約2.4万人（H28.4) ゼロ

80％72.7％(H28)

（ゼロを維持）

自治体を支援し､２年間で待機児童を解消
するための受け皿整備の予算の確保
(遅くとも３年間で待機児童解消)

５年間で
女性就業率80％
「Ｍ字カーブ」解消

【待機児童ゼロを維持しつつ、５年間で「Ｍ字カーブ」を解消】

「Ｍ字カーブ」を解消するため、平成30年度から平成34年度末までの５年間で女性就業率80％に対応
できる約32万人分の受け皿整備。 （参考）スウェーデンの女性就業率：82.5％（2013）

【子育て安心プラン（2017年6月）】 

◆認定就労訓練事業 （いわゆる「中間的就労」）
・直ちに一般就労が困難な者に対する支援付きの就労の場の育
成（社会福祉法人等の自主事業について都道府県等が認定する制度）

◆家計相談支援事業
・家計の状況を「見える化」し、利用者の家計管理の意欲を引き出す
相談支援（貸付のあっせん等を含む）

◆住居確保給付金の支給

・就職活動を支えるため家賃費用を有期で給付

◆子どもの学習支援事業
・生活保護世帯の子どもを含む生活困窮世帯の子どもに対する
学習支援や居場所づくり、養育に関する保護者への助言

◆自立相談支援事業
（全国902福祉事務所設置自治
体で1,313機関（H29年度））

〈対個人〉

・生活と就労に関する支援員を配
置し、ワンストップ型の相談窓口
により、情報とサービスの拠点と
して機能

・一人ひとりの状況に応じ自立に
向けた支援計画（プラン）を作成

〈対地域〉
・地域ネットワークの強化・社会資
源の開発など地域づくりも担う

包括的な相談支援

◇生活保護受給者等就労自立促進事業
・一般就労に向けた自治体とハローワークによる一体的な支援

就労に向けた準備

が必要な者

◆就労準備支援事業
・一般就労に向けた日常生活自立・社会自立・就労自立のための訓練

再就職のために
居住の確保が
必要な者

緊急に衣食住の

確保が必要な者

貧困の連鎖
の防止

◆一時生活支援事業
・住居喪失者に対し一定期間、衣食住等の日常生活に必要な支援
を提供

なお一般就労が困難な者

就労支援

居住確保支援

子ども支援

本
人
の
状
況
に
応
じ
た
支
援
（※

）

緊急的な支援

※ 右記は、法に規定する支援（◆）を中心
に記載しているが、これ以外に様々な支援
（◇）があることに留意

家計から生活
再建を考える者

家計再建支援

◇関係機関・他制度による支援
◇民生委員・自治会・ボランティアなどインフォーマルな支援

その他の支援

基本は、自立に向けた人的支援を

包括的に提供

柔軟な働き方を

必要とする者

就労に向けた準備
が一定程度
整っている者
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第３章 成長という視点から見た社会保障
第２節 就労と所得向上の支援

（全国加重平均） 
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（円） 【最低賃金の年次推移】 

• 労働参加の拡大や生産性の向上により、より多くの人が就労を通じて必要な所得を得られるようにすること
で、成長への寄与が期待される。

• 国民の多様な働き方が可能となる「働き方改革」をはじめ、非正規雇用対策、女性・若者の活躍推進、障害
者・難病患者・がん患者等の就労支援、人材育成、最低賃金の引上げなどを進めている。

【女性活躍推進法の施行状況】 【個人の学び直し支援の充実】 

【病気の治療と両立に向けたトライアングル型支援のイメージ】 

専門実践教育訓練給付の拡充 

 給付率： 最大６割 → ７割 
 上限額： 年間48万円 → 56万円 
 子育て等の理由がある場合に給付を受けられる期間：  

       離職後最大４年まで → 20年まで 
 対象講座：高度ＩＴ分野の講座、女性のリカレント教育の講座、土日・

夜間でも受けられる講座等を重点に拡充 
 

（2018年1月～） 
 

一般事業主行動計画の策定・届出 
99.9% （15,825社） 
（常時雇用する労働者 人以上の企
業、 年３月末時点） 

※ 常時雇用する労働者 人以下の企業の届出数は 社 

女性の活躍状況が優良な企業の認定 
（えるぼし認定） 

291社 
（ 年３月末時点） 

※３段階目は 社、２段階目は 社、１段階目は 社  

女性活躍推進企業データベース 
における女性活躍状況の公表企業 

7,６６８社 
（ 年６月１日時点） 

※一般事業主行動計画を掲載している企業数は 社  

企業

両立支援コーディネーター

医療機関

主治医
（意見書作成）

産業医

（相談）
働く人（患者）・家族

（調整） （調整）

（相談）

医療ソーシャ
ルワーカー

産業保健スタッフ治療と仕事
両立プラン
作成支援

治療情報を共有し、継続的に支援 

※両立支援コーディネーターの
なり手は、医療ソーシャルワー
カー、産業カウンセラー・キャ
リアコンサルタント、社会保険
労務士など

人事労務担当
（両立プラン作成）
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第３章 成長という視点から見た社会保障
第３節 社会保障分野における技術進歩

• 健康･医療･介護分野は、革新的な技術の導入による成長の余力が高く、社会保障サービスの質の向上や効率化
にも寄与することが期待される。

• これまでにも、医療等分野の 化や、遠隔医療・介護ロボットの導入促進などを進めている。
• 今後、 などの最先端技術やビッグデータの活用、 インフラの整備を戦略的、一体的に進め、国民が世界
最高水準の保健医療サービスを効率的に受けられる環境を整備。

【保健医療分野における 利活用基盤の整備】【医療等分野における 化の徹底】

○ 医療情報の標準化や共通ＩＣＴインフラを整備し、医療の質と効率性の向上を図ることで、世界
に誇る保健医療水準を維持するとともに、民間の投資を喚起し、健康で安心して暮らせる社会を実
現する。 

目指す姿 

かかりつけ医

病院

在宅療養
担当医

介護事業所

訪問看護

薬
局

行政機関

保険者

状態にあった質の
高い医療・介護
サービスを効率的
に受けられる 

本人の状況・ 
状態に応じた、 
より質の高い 
ケアを行うこと 
が可能 

病院の検査
結果を診療
に活用。紹
介・により、
患者を継続
的に診察 

医療の質向上 
のための分析 
研究の発展 

※イメージ

自分の健康情
報を活用して
健康増進 状態の変化をタ

イムリーに把握
可能。生活状
況が分かること
で、投薬や処置
の効果を把握し
やすくなる 

効果的な情報分析に 
よる政策の立案・運営 

「健康で安心して暮らせる社会」の実現

研究機関等

診療所等での過
去の診療情報を
活かして救急医療
等に対応 

保険者による効果 
的な情報活用により、 
加入者の健康増進。 
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社会保障の給付水準を引き上げ、そのための負担増もやむを得ない 
社会保障の給付水準を維持し、少子高齢化による負担増はやむを得ない 
社会保障の給付水準をある程度引き下げつつ、ある程度の負担増もやむを得ない 
社会保障の給付水準を引き下げ、従来どおりの負担とするべき 
社会保障の給付水準を大幅に引き下げ、負担を減らすべき 
その他 
分からない 
不詳 

第３章 成長という視点から見た社会保障
第４節 成長と分配の確実な好循環に向けて

• 今後の社会保障の負担と給付の在り方については、国民全体の４割以上が給付水準の維持又は引上げを望み、
約６割が負担増をやむを得ないと考えている。高齢層や高所得層で、給付水準の維持を希望する割合や負担増
を容認する割合が高まる傾向。

• 成長という視点から社会保障を考え、①多様な個人の能力発揮の促進、②「全世代型」社会保障への転換など
現役世代が安心感を持てる社会保障の構築、③技術革新による医療・介護の生産性･質の向上などを更に進め
ていくことも重要。

【今後の社会保障の負担と給付の在り方（年代別）】

資料：厚生労働省政策統括官付政策評価官室「社会保障における公的･私的サービスに関する意識調査報告書」（ 年）

【今後の社会保障の負担と給付の在り方（等価所得階級別）】

負担増はやむを得ない 60.6% 

社会保障の給付水準を引上げ 又は 維持 43.5% 
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